Making the Most of your Time on JET
JET経験を最大限に活用する
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JET経験を最大限に活用するために
CIR代表  バネッサ・アベル
第５ブロック代表 サラ・コンティネンザー
第１０ブロック代表 ジェシィ・ウェルティ
第３ブロック代表 アンドリュー・ヘフアネン
翻訳通訳担当 アダム・チャイ
 

はじめに
 

JETプログラムの目標の一つは草の根レベルの国際交流を図ることである。数多くのJET参加者は日頃からその国際交流を促進するイベントや事業に参加したり、または企画や実行もしたりしている。しかしその一方、勤務中はそれほど忙しくもないにもかかわらず、こういったものへの参加が難しいというJET参加者は多数いる。これには参加方法がわからない、あるいは契約団体からなかなか許可が得られないという様々な理由があるからである。当報告書は：

· JET参加者が現在、どのようにして勤務中の空いた時間を利用しているかを概説する（特に夏季休暇とその他の休暇時期）
· JET参加者による自由時間の理想的な利用方法を発表する

· その実現の障壁となっているものについて議論する

· JET参加者および担当者からの職場に対するコメントや意見を述べる
 

背景情報
JET参加者の過小利用は以前からAJETのみならず、自治体国際化協会にとっても多大な関心事である。なお、この議題はここ10年間の間、意見交換会等で何度も取り上げられ、多くのレポートや調査のテーマにもなった。あれから進歩は着実に遂げているのだが、この問題の大部分は未解決のままである。予算の縮小や制約、そしてJET参加者の数が急速に減少しているという現状において、有能な人物であるJET参加者がそれぞれの地域にて、今後も長くかつより効率的に活用されることが我々の目的である。
 

学校や事務所、コミュニティの生産的な一員になることと、国際化へ貢献することが以前にもまして、JET参加者に要求されている。本レポートと調査結果をもとに、現役JET参加者の意見並びに体験を自治体国際化協会および3省に周知しながら、その際に出くる質問に対し、ディスカッションができることそして最終的に提案できる場を作り出すことを目指す。
 
方法
 
当レポートに使用されたデータとその分析は625名のJET参加者に研究したアンケートによるものである（550名が全問回答）。回答者のうち、90％（560名）は外国語指導助手（ALT）、そして10％は国際交流員（CIR）であった。スポーツ国際交流員（SEA）の回答者はいなかった。割合的に最も多かった回答者は1年目のJET参加者で（43％）、それに次いで2年目は32.9％、3年目は14.8％、4年目は6.3％、と5年目は3.1％であった。調査の配布法は電子メール、ソーシャルネットワーキングサイトFacebook、ajet.netの公式ホームページ、県別AJET支部のホームページ、ニュースレターそして口コミを含む。5名のALTとCIRはそれぞれの担当者を取材し、その意見等を提供してくれた。  
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統計的分析
※備考：この報告書では「契約外」はJETの契約上で義務付けられていない活動に指す。「勤務中の空いた時間」はJET参加者が出勤しているが、仕事を頼まれていないときを意味する。（これはALTの場合、特に夏休みといった休暇時期になる。）
 

調査に協力したくれたJET参加者のうち、12.9％（73名）は小学校、42.1％（238名）は中学校、40.2％（227名）は高等学校、そして19.1％（108名）は教育委員会に勤務している際に空き時間があると回答した。残りの5.8％（33名）は「その他」と答え、県庁と市役所にて特に何も任されないことはあると述べた。

 

休暇時期とその他の空いた時間中に何をしているかという質問に対し、583名の85.9％（501名）は日本語の自主学習、71％（414名）はメール、55.4％（323名）は授業計画、45.1％（263名）は年休を取って旅行する、39.6％（231名）は母国語で書いてある本や雑誌の読書、32.9％（192名）はFacebookというようなソーシャルネットワーキングサイトの回覧と答えた。ご覧のとおり、回答のばらつきは激しい。もっとも興味深いもののは17％（99名）は「仕事と関係ないもの」をやっているということ。

調査結果からかなりの数のJET参加者には空いた時間があり、そしてその時間を仕事関係のタスクに生産的に費やさない傾向があるということがわかる。ある長崎県配属のALTがいうには、「コミュニティへの貢献としてできることはいくらでもあるのに、教員室でだらだらする時間がとても多い」。また、1名の京都府配属ALTによると、「まだ1年目だけど、勤務中の空いた時間が多すぎるから更新しないと決断した。それに、一日で教える授業数が少ない。」
 

これは自治体国際化協会が2004年に2724名のJET参加者を対象に実行した調査の結果と一致している。当アンケートでは62％（2000年に59％）の回答者は休暇時期に勤務が要求されているが、特に何も役割は与えられない、そしてその反面、わずかな3.9％（94名）は具体的な仕事を任される（2000年に2.5％）と指し示した。今回の調査でも37.9％の現役JET参加者は空き時間の利用について指示を受けていないことが明らかになった。
勤務中の自由時間にやってみたい活動について聞いたところ、71.1％（383名）という非常に大数の回答者は日本語の自主学習に興味があると答えた。半分以上の回答者が関心を示したその他の活動は以下のとおり：
· 日本語授業の受講



68.8％（371名）
· 料理教室の企画・参加


64.2％（346名）

· サークル等へ参加し、学生とふれあう
56.5％（305名）

· 幼稚園・保育園訪問


53.1％（286名）

· 児童養護施設訪問



51.6％（278名）

· 姉妹都市とその他の国際関係の開発
51.0％（275名）

· 同僚への英語指導



50.3％（271名）

· 慈善活動




50.1％（270名）

（次のページのグラフをご覧ください。）
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当質問の17つの選択肢の中、最も応答率の少ない回答は33％で、「コミュニティへの英語教育」であった。このことから、ほとんどのJET参加者は、機会があれば、勤務中の空いた時間を利用し、地域の国際化に喜んで関わりたいということが明確になった。 

 

広島県配属のあるALTが次のように説明した。「これらの活動を是非ともやってみたいが、残念なことに今の学校では年休取扱いになってしまう。一度に数時間、数週間、そして数か月も何もしていない時期もあるのに。」また、
もし空いた時間にこうした活動に参加できるのであれば、もちろんやってみたいと思う！しかし私の知るところでは、教育委員会の命令で私は授業を教えていないときはなるべく学校または教育委員会にいなければならない。
と佐賀県のALT、1名がコメントした。
 

全JET参加者の14％と数名のJET担当者が本調査に答えてくれたという圧倒的に高い回答率は、この問題は両側にとって大きな関心事であることと、JET参加者が国際化推進活動に参加したい熱意を有することを示している。4216名のJET参加者を研究した2006年12月付の自治体国際化協会主催アンケート結果からすると、33.3％（2004年に44.4％）のJET参加者は二つの選択肢に追われている：自ら仕事を企画するか、時間を持て余す。同調査では、36.5％（2004年に39.7％）の回答者は「仕事の目的意識がない」と感じ、25％（2004年に29.97％）は「退屈」を原因に不満を持っている。 

 

上記の活動に参加したい理由を聞いたら、驚異的な95.5％（504名）もの回答者は自己成長のため、85.8％（453名）は貴重な経験を積むため、63.3％（334名）は余暇の利用のため、と59.8％（316名）は履歴書に書けるためと回答した。さらに、「その他」の回答ではコミュニティへ貢献するため、経験を通じて教育技術・スキルを身につけるため、退屈しのぎのためと答えた方もいた。
 

千葉県のあるALTの説明によると：
 

「もっとイベントに参加したい最も大きな理由は周りに役立ちたいと思うからだ。生徒、同僚、学校、そしてコミュニティに利益を与えるような仕事がしたい。そういったときは時間を有効に使ったと達成感が味わえ、仕事に満足感を感じることができる。」
 

この質問に対して一番数多く返ってきた「その他」の回答は「より高い能力のある教育者になるため」であった。これはJET参加者が教育力を向上させる必要がある、また意欲がある、と例証した2010年1月の教員資格レポートの所見と一致している。また、このレポートを通して、大きな割合の回答者（アンケートの71％）は教員資格を持っていないことが判明された。よって、勤務中の空いた時間に資格の取得を許可することがJET参加者のより詳しいかつ熟練した教育者としての育成につながる。これに加えて、技術の高度化を進める方針はJETプログラムが教育的能力を推進する事業だと位置づける。

 配属先を明かさなかったALTの1名が以下のように述べた。
 

JETに応募した理由は学校へ貢献したかったからだ。人生を教育に献身する者の収穫は教えることと国際関係を築くこと。これが私の人生の目標だ。
  
JET参加者間で存在する教育法にもっと詳しくなりたいという意欲をさらに例証する証言がある。ある宮城県配属のALTは「他のALTと共同で教材資料を作成する」ことに興味を表明し、「学生のための副読本・教材を制作することで、自分の執筆・訂正能力を磨きたい」と語った。大分県に活躍されているALTが「日本の教育論と教育構造をテーマにした研修会や講義を受けたい」と言明した。そういった願望の実現を勤務中に可能にすることは、新たな教材と仕事により満足しているJET参加者の誕生につながるので、JETプログラムにとって大変有益である。
 

前述したJET参加者の教育技術を向上させたいという熱望は全国AJETの2001年と2005年に行ったJTE調査の結果と合致している。この調査結果は7割の日本人英語指導員はJET参加者をより養成すれば、ティームティーチングの効力が上がると思っていることを判明した。このことから、JET参加者とそのJTE両者が出席するティームティーチング研修を改善していく根本的な必要と欲求があるとわかる。 
 

回答者の37.9％（201名）という比較的に大きな割合は様々な学校や地域奉仕活動、国際化事業の企画に挑んだことはあるが、以下の壁に直面したため不成立に終わった。 

 
· 担当者、JTEそして教育委員会からのサポートがなかった（73％、134名）

· 関係者から許可がもらえなかった（52.8％、94名）

· 低日本語能力（33.1％、59名）
 

その他の障壁は以下のものを含む：
 
· 法的規制やお役所仕事
· 生徒・教師の無関心

· 予算不足

· 新しい企画に参加する時間のなさ
 

この問題について広島県のあるALTが「助言は何一つももらわないし、今までに提案してきた数多くの企画は学校にピックアップされなかった」と話した。
 

契約団体とJET参加者間のコミュニケーションの欠如が当争点の主要な原因となっているのが明らかである。秋田県配属のCIRは周りからのサポートや期待がないかつ、職場では「本当にやりたいんだったらやってもいいけど」という雰囲気を強く感じるので、モチベーションがわかないと示した。
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この質問の応答から推測すれば、ほとんどのJET参加者は勤務中の自由時間の利用が制限されていることに対して不満を持っているようである。この考え方を例証する一例として、ある宮城県配属のCIRがこう語った、「予算等の理由で提案したアイディアの全部が却下された」。

 

教員室でまったりする時間が多いので、地域に出て活動したほうが良いのではないかと思う。しかし、エリート高等学校に配属しているので、役割は試験の実施のみだ。なので、勤務中にもっと意義のあるものに携わりたいと思ったりしている。出勤しているが仕事がないというのは逆に耐えがたいことだ。 

 

JET参加者は空いた時間中に契約外の活動に関わりたいと思ったときに誰に連絡するかという質問への回答がこの落胆の気持ちをさらに明確にした。広島県のALTは以下のとおり説明した、
 

「正直、誰に連絡すればいいのかさっぱりわからない。とにかく担当者は私のもっと積極的に活動していたいという要望を全部否定する。」
 

実に、30.6％（159名）の回答者は上記の広島県ALTと同様に、空き時間に契約外の活動に費やしたいと思ったときに誰に連絡すべきかがわからない。それにもまして、55.1％（286名）は担当者、26.6％（138名）はJTE、19.3％（100名）はPA、そしてたったの1.9％（10名）は自治体国際化協会のPCと相談してみると答えた。
岩手県配属のALTは端的に「誰にも連絡しない。しょせん、誰かから依頼が来ない限り私が考えたことは取り上げられないだろうから。」と話した。
 

同僚からのヘルプがあまりないため、欲求が急減する事例が他にもある。1名の青森県ALTが次のように述べた。
 

新規ALTで空いた時間の利用に悩んでいるJET参加者のための系統的なサポートネットワークがない。高等学校へ勤務したときに、感じたのは授業を行っているとき以外の活躍を認めてもらうのは非常に難しいことだ。そして私は多くて、一日2コマしか働かない（就業規則で許される最長の8時間のうち、1時間半程度）。アメリカ合衆国で8年間も学校に勤めた経験はあり、その間にわたって幅広い業務を頼まれた私がJET参加者として来日するとこれほど過少利用されることは失望させるし、状況を改善したいと思っていても協力が得られない。
 

こういった悩みを有するのはJET参加者だけではない。JET参加者それぞれが能力にあふれているので、地域奉仕活動に関わる機会が少ないというのは残念だと三重県のCIR担当者1名は意見を示した。
 

外国人が非常に少ない小さな村では、意欲のある人物1名が残す建設的で長く語り継がれるような大きな影響を与える可能性もある。契約団体がこれからもっとJET参加者に地域に出るように支援すれば、国際交流の可能性は無限ではないかと。
 
回答者になぜ勤務中の空いた時間に契約外の活動に参加したくないのか尋ねると、そういったチャンスはないからという答えは一番多くあった。実際のところ、51.4％（239名）はどのように動けばいいかがわからない。もう二つの理由はコミュニケーションで、30.1％（140名）は日本語でやり取りをするのは難しすぎると思っている。その他に挙げられた障壁は主に予算と関係していた - 日本語授業料15.5％（72名）、と交通費の払い戻しはない14.8％（69名）。時間外に地域奉仕活動を行ったら、振替はもらえないことは問題だという声も出た。 

 

これ以外にたくさんの回答をいただいた。たとえば、ある青森県のALTは「契約外の活動に参加する機会は圧倒的に少ない。教育委員会の意向としては、なるべく私に学校にいてほしい。」と説明した。富山県のALTの話では、「教育委員会は私に意義がわからない事業に関わってほしくないだろう」という状況もある。また、担当者はいつも忙しく見えるので、もしかしたらJET参加者にこういった活動に参加できるように手伝う余裕はないという考え方も広く持たれているようである。福岡県のALTが以下の感想を語った、
担当者はすでに負担が大きいので、事業一つか二つを引き受けることで彼女のストレスに加えてしまうのみだと思う。それに、私のオフィスでは決裁がとるまで、ものすごく時間がかかると気付いた。この理由はおそらく日本独自の階層意識にあるのだろう。
 

なおそのうえ、滋賀県にいるALTがいうには「サークルを立ち上げるために必要な条件を満たすのは不可能だ。たとえば、アドバイザーと予算の確保、打ち合わせの調整等。関係する者の皆は多忙すぎる。」
 

上記の回答を分析すると、JET参加者が契約外の活動企画に関わらない主要な一因は周りからサポートがもらえない、そして関心と時間がないという印象を受けていることがわかる。現に、全回答者のうち、75.3％は企画しようとしたら、同僚および担当者からの後援はなかったことが進行を妨げたと主張した。
 

これに加えて、アンケートでリスティングした活動に関わる興味はないと述べたのはたったの0.8％（4名）であった。この結果はより多くのJET参加者は、機会があれば、国際化を促進する事業に携わりたがっていることを表す。
 

これまでに前述したJET参加者による契約外活動への参加を遅らせる障壁とフラストレーションは確かに存在するが、反対に、様々な国際化事業の企画に成功した事例もある。事業の性質はとても広範なものなので、学校活動、地域奉仕活動、そして自己成長活動という3つのカテゴリーに分けた。
学校活動
授業中の指導を除いて、最も一般的に実施されている事業はサークル活動（50.9％、291名）、英語ボードまたは英字新聞の企画・継続（45.3％、59名）、そして同僚への英語指導（34.1％、195名）。調査結果によると、大半の事業は自ら考案したもの、後任者から引き継いだもの、または上司に英語サークルやプロジェクトの設立を依頼されたものである。 
 

一見では、半分以上の回答者は学校のサークルに所属しているというふうには見えるが、JET参加者が依頼された事業でないケースだと、自ら企画するのは極めて難しいと回答者が述べた。例を挙げると、広島に配属されているALTは「サークル活動への参加は今までに割と規制されていた。むしろ、先生方やコーチ等は非協力的で、参加してほしくないと感じた」と主張する。
 

地域奉仕活動
JET参加者が一番多く関わっている地域活動は国際化イベントの企画・参加（27.3％、140名）、茶道や太鼓といった文化活動（27％、138名）、そしてコミュニティの英語指導（25.8％、132名）。残念なことに34.8％（178名）の回答者は何の地域活動も行っていないらしい。しかしこれはやる気の問題というより、関わる機会がないからと本調査結果が示唆する。実際は、広島県配属のALTが説明したように、

 担当者に何かの校内活動を企画する許可を求めたことはあるのだが、段取りは大変すぎるので実行は不可能と言われた。・・・私が全部自分でやると言ったのに。 
自己成長活動
57.5％（300名）の回答者が選んだ年休の消化は最も多い回答であった。全回答者のうち、35.2％（184名）はJET関係のオリエンテーションまたは研究会に運営協力者としての出席、30.1％（157名）は日本文化サークルへの入会、23.6％（123名）は集中日本語授業の受講、19.7％（103名）は様々な専門家主体への入会・イベントへの出席、そして19％（99名）は国際交流事業やイベントの企画・参加と答えた。だが、他方では17.8％（93名）は勤務中の空いた時間に自己成長を図った行動をとったことはない。
 

15％（93名）の回答者はこの質問に対して追加説明をしてくれた。大概の答え（49.4％、46名）は日本語の自主学習を自己成長活動の一つとして挙げた。さらなる学習を図りたいJET参加者が契約団体の制限が企画に支障を与える一因と主張した。 

石川県に活躍中のALTが「受講していた日本語教室に遅刻しないように、週1回30分ほど早退させてくださいとお願いしたが、拒絶された」と説明した。 

 

それに、熊本県配属のALTは「近くの日本語教室をよく探したが、結局見つからなかった。自治体国際化協会提供の日本語コースは大変ためになるが、たくさんのJET参加者は私みたく、先生の下で日本語が学びたい。」と指摘した。
 

JET参加者の契約外活動への参加は多数の要因に妨げられているため、大部分の回答者、具体的にいうと、82.7％（325名）は、時間外に活動を行っているそうである。多数（70.2％、221名）は謝礼をもらわなかったが、19％（60名）は振替を与えられた。「本来ならどうせ暇だったから参加してみた」という少数の人々はいれば、元々やる気があって、何か地域に影響を及ぼしたいというJET参加者も数多くいる。これはまさにAJETとJETプログラムが促進しようとしている考え方である。 

数少ないが、時間内に学校活動、地域奉仕活動、自己成長活動の企画・実行に成功したJET参加者は存在する。こういった功績は難しいかもしれないが、契約団体から許可を得ることは実際に可能だという象徴でもある。また、このことから勤務中の契約外活動の重要性は十分に理解し、そして支援まで行う日本人教員と公務員はいるとわかる。 

群馬県のあるALTが同僚からもらった後援について次のように表現した。

来日直後オリエンテーションと集中日本語授業のために東京で夏を過ごした。普段、何事に対しても非常にけちけちする教育委員会は案外、協力的だった。そして年休ではなく、特別休暇扱いになった。私の他にALTあと二人は同じく東京で日本語教室に通った。さすがに教育委員会も私たちほど積極的に活動していてほしかったみたいだ。

この考えをより一層例示するために、21年間の教員キャリアにわたって12名のALTを担当したことのある富山県ALT担当者からのコメントをご覧ください。
 
ALTの仕事というのは、英語教育だけではない。ALTは両国間の相互理解を向上させるために来日しているんだ。なので、英語の指導だけだとよくないと思う。特に、夏休み中ずっと学校にいなければならないというのは非常に気の毒で、何より時間の無駄だ。彼らのほとんどは長くて2、3年間しかいないので、その間に市民とのふれあい、そしてホームステイといった地域活動に専念させてあげたほうがいいのではないかと。今の契約団体は規則に縛られすぎる。もっと柔軟性を示してほしい。
 

これは5名のJET担当者と面接を行った際に入手した引用の一つである。面接の内容は勤務中の空いた時間を地域奉仕・国際交流活動に利用することについてであった。面接は仕事上でJET参加者と働いた経験のある者のご意見を徴収するために行ったものである。こういった方々はJETプログラムの概念および目標、そしてJET参加者という人材自体をよく把握しているので、彼らの考えや意見を本レポートに反映させるべきと考えた次第である。
 

CIR担当者1名とALT担当者4名に以下の質問4問に答えていただいた。 
 

· 時間内に契約外活動の企画に成功したJET参加者と一緒に働いたことはあるか？
· 時間内に契約外活動の企画に失敗したJET参加者と一緒に働いたことはあるか？
· もしあれば、その障壁となったものは何だったか？

· 勤務中に契約外活動の企画に専念できる機会がもっとあったら、職場・地域のためになると思うか？ 

当面接の結果はJET担当者の間でもJET参加者により地域に関わってほしいという要望を有していることを示す。5名のうち3名は過去、勤務中に契約外の事業を企画したJET参加者と仕事をした経験はあると回答した。事業は英語キャンプ・サークルの開設、英語と関連していない放課後活動への参加、そして老人ホームや児童養護施設訪問等。
 

時間内に契約外活動の企画に失敗したJET参加者と一緒に働いたことはあるかという質問に対し、2名の回答者は「はい」と答えた。1名は富山県のALT担当者で、現在担当しているALTは英語キャンプの実行に挑んだが、「教育委員会ではお役所仕事が大変多いということと、私には他の役割もあるのでキャンプの準備に時間を割り振ることができなかったので、不成功に終わった」と解説した。 

 

三重県のCIR担当者も同様な問題に妨げられたことはあると話した。 

 

うちの国際交流員はホームステイ事業をやりたかったが、教育委員会は猛反対だった。結果として、彼女はイベントの何から何まで自分で企画することにした。受け入れ家族の募集のため自力で学校を訪問し、事業の概要を説明しに行ったりしていた。そして下準備の全部が終わったのを見て、上司は嫌々ながらも力を貸してくれた。おかげで、企画は大成功に至ったが、国際交流員のやる気がなかったら実現はできなかったでしょう。 
 

5名の回答者全員がJET参加者に契約外活動に専念させることは職場および地域への貢献となると同感した。三重県のCIR担当者の話によれば、「うちの国際交流員はオフの時間をボランティアまたは地域イベントに費やすことが多いので、仕事でイベントを企画する際に協力してくれるものは多くいる」。この自由時間を使って地域に出るように努めたCIRの一例から、市民とふれあうことはJET参加者にも好結果をもたらす行為だということが明らかである。 


討論
JET参加者に国際化イベントが企画できる機会を与えることは彼ら自身のみならず、JETプログラムにも有益だと、今回のレポートが証明した。その利益とはJET参加者の仕事満足度の向上、JETプログラムの宣伝とPR、日本人とふれあう機会の増加、日本人に外国人と馴染んでもらうこと、そしてJET参加者が履歴書に書く価値のある、かつ自分らをより熟練した教育者および国際化の促進者を育成する貴重な体験を積むこと。
 

様々なJETプログラム出版物はJET参加者が企画した契約外の国際化活動は有利なものだという考えを裏付ける。特に第4版JETプログラムQ&Aの第9条（職場関係）5項（夏季休暇）では、「ALTが授業を行っていない際に、契約団体には明確な指示を発する義務がある」とされている。そして、「契約団体主催の国際交流イベントへの参加・協力」、「地域に行われる国際イベント、交流事業への参加」といったコミュニティに関わる提案も記載されている。これは自治体国際化協会が例の活動の重要さを理解し、そのPRに力を入れていることを示す。とはいっても、調査結果を見る限り、この情報は確かに存在しているが、JET参加者、契約団体、担当者、校長先生、JTEはそれらを容易に調達できないそうである。
 

また、JETプログラムの公式ホームページの「目標」部分では、（リンク：www.jetprogramme.org）以下のように掲載されている、

 

語学指導等を行う外国青年招致事業（JETプログラム）は地域において草の根レベルの国際化を目的としています。また、日本人（主に青年）とJET参加者間でのつながりを生むことを促進します。
 

本報告書と前述したレポートは、JET参加者が「つながりを生む」機会をほとんど与えられていないことを証明した。彼らはよく勤務中の空いた時間を自分なりに過ごすように期待されている。これによって、大概のJET参加者はコミュニティの日本人と関係を築かないで、ただ単にひたすら机で座るのみ。
 

あるモチベーションのある宮城県配属ALTがこう説明した。
 

ベーススクールでは、授業に参加すること以外に何も要求されない。前任者から引き継いだプロジェクトも少なく、自分で英語ボード、ペンフレンド事業、そして英語のポスト・ボックスを始めた。要するに、自発的に行動することが大事だ。
 

このレポートでは、自発性が国際化事業の企画への鍵だという考えは何度も挙げられた。アンケートの回答者に「どのようにしてプロジェクトを成功に導いたか」と聞いたら、努力と粘り強さは大きいと答えた人は多く。実に、239名中86名は現在行っている契約外の活動は自ら考案したものだと回答した。福井県のALTはこれについて以下のように語った：
 

私の学校はALTに対して肯定的な見方をしている。正直、前任者があまり学校の期待に応えられなかったので、着任したばかりの私は自分の主張が尊敬されるとそこまで前向ではなかった。しかし、ほかの事にも言えると思うが、努力をすることによって（野球試合、私と直接関係していないコンサート、英語キャンプの準備、入学試験といった学校行事に関わったりして）、先生方はいずれ私は生徒の健全な育成に尽力しているとわかってくれた。ALTが自由時間をもっと学校行事に専念すれば、たとえば休日や週末に、周りの先生に信頼され、そして仕事を頼まれると思う。そこまでいけば新企画のサポートを得るのは簡単だ。
 

それに加えて長崎県のALTが次のコメントを残した。
 

1年目のときに、空き時間はものすごく多かった。その時間を利用し、机に入っていた10年間分の要らない書類等の処理と日本語の勉強に集中した。結果として、学校のことと学生のニーズについてはもっと詳しくなり、そしてそれにもまして、そのうちに同等な職員として見なされるようになった。現在は同僚とほとんど変わらない量の仕事をこなし、ダウンタイムは極めて少ない。これの全部は自ら取った行動から生まれた。
 

アレクサンダー・ブロディという熱心な長野県ALTが勤務している2校ともで国際料理教室を企画した。当事業は2009年6月のJET Effectの特集となった。アレックスはこのイベントをユニークな形で行っている。その方法とは、「教科書、資料、そして人間とのふれあい」を通じて、参加する学生に実践学習の体験を与えることである。 全コースにわたって学生は英語のホームページを参照しながら料理用語と国際料理について勉強に励む。その後、英語のレシピを翻訳し、海外の文化や食事をテーマにしたポスターの作成を行う。最後に、実際に料理を作る日になると、アレックスは地域のJET参加者に「ゲスト料理人」として出席を求める。本人がいうには、この料理教室は
 

学生に自分が行った研究とゲストJET参加者と接触することで、外国の文化に学ぶチャンスを作る。それに、教室では中々難しいが、この企画は実用英語が使える場にもなる。
 

時間外に国際化イベントの企画に成功したJET参加者による事例は数多くある。たとえば、ある福井県ALTとその妻が当時教えていた学生の数人は児童養護施設に入っていることを知ったら、施設訪問を企画し始めた。勤務していた小学校の先生1名がそのJET参加者と県内の児童養護施設との打ち合わせの調整に協力し、そしてスタッフもアイディアを歓迎したが、2008年5月の初訪問に至るまでは数ヶ月を通していくつかの会議が行われた。

この企画は結局、Smile Kids Japanという正式な団体に発展し、現在児童養護施設訪問に専念しているウェブサイトが設置してあるほか、努力と宣伝を経由して県内の養護施設3箇所への定期的な訪問が実施している。さらに今、13県においてボランティア訪問が行われている、または調整中である。Smile Kids Japanの設立者であるマイケル・キング（福井県配属のALT）の話では、「当初は実現できるかどうかは不安だったが、実際にやってみたところ、案外それほど苦労せずにできたので、誰でもそれぞれ住んでいるコミュニティでは実行できるはず。」

 

ホームページには（リンク：www.smilekidsjapan.org）ヒントやアドバイス、第一打ち合わせからボランティア募集までの流れが載せられている。この情報さえあれば、マイケルが次の通り話した： 
 

日本の児童養護施設への定期的訪問が行われていないわけがないし、あなたはそれを変えられない理由もない。来日してきて、そして生まれて今までやってきたことの中でこれが断トツ一番なんだ。私たちの愛を必要としている子どもたちに希望を与えていることが何よりすばらしい気分。これは誰でもできることだし、私と同じほど力を尽くしたり、収穫を得たりすることもできる。私は3年間半前に日本に来たが、当時は日本語が全くわからなかった。それに、この企画に初めて挑んだときは日本語能力試験3級しかもっていなかった。なので日本語ができなくても近くのJTE、CIR、ALT同士、友達、またはSmile Kids Japanという力を貸してくれる人を探すといい。
 
地域別のAJET支部も事業が企画したいALTに刺激およびサポートを提供する重要な資源である。FJETという福井県別のAJET支部の報告によると、以前からボランティアの数が多くかつ団体間の相互支援と協力が盛んであり、年中児童養護施設のための募金活動とプレゼント贈与はしている。
また一つの時間内に自ら企画した契約外活動の例を挙げよう。香川県に活躍中のALT、1名は週1回ほどボランティアで英会話教室を実施している。見返りとして、勤務先の学校は金曜日の午後を休暇として与えている。それから、老人ホームに勤めている友達の紹介で、彼はこの空いた時間を老人ホームでハープを弾くことに費やし始めた。「施設に入っている人が寝なかった、または寝るために場を離れようとしなかったのは初めてだったので」初回のビジットからもっと来るように管理から頼まれたと彼が説明した。この展開からJET参加者が自分の好きなことをしながらコミュニティへ貢献できるようになった。「過半数の人は今までに外国人と会ったことはないし、初めてハープを見てその音色を耳にした」と彼が続いた。

これらの訪問を通して、別の老人ホームに行くように依頼されたので「金曜日は仕事がない、そして予定が入っていない限り老人ホームにてハープを弾いている」と彼は語った。このことからコネと知り合いがいることは企画の実現に大変有利だということがわかる。次の事例が証明してくれるのだが、口コミもとても大きな役割を果たしている。 
 
知り合いのALTがケイリー踊りが上手と聞いて、ある三重県配属のALTがアイルランド系のダンス教室の企画に挑戦した。以前から同じ趣旨のサークルは存在していたが、生徒はyoutubeの動画を見て習っていたという。授業は現在、順調に進み、受講者はやっと先生につけれらて嬉しく思っているようである。
 

自ら企画する事業は必ずしもそう簡単に実現できないかもしれないが、努力と粘り強ささえあればほとんどの場合は成功に終わる。このケースでは、壁となっていたのはアイルランド踊り教室を開くための会場確保であった。調整に努めていたALTの説明によると「日本はコミュニティセンターと公民館で溢れ出している。予約を管理している人と連絡を取ればあとは楽だ。」その他に遭った問題は教室への興味を沸かせることであった。「ターゲットを明確にしてから、その人口層が行ってそうなイベントに行くといい。図書館、コンサート、市主催の行事等。」というアドバイスもしてくれた。
  

これもまたJET参加者がユニークな能力を活かしている例である。JET参加者がそれぞれの新しい環境に慣れるために支援を行う人物はとても多いので、その恩返しをすることは非常に有意義である。孤児と遊んだり、ハープを弾いたり、ケイリーを踊ったりすること全部はJET参加者が自由時間を有効に利用しながら、周りに利益をもたらす行為である。三重県のALTが「あなたが持っている才能を他人とシェアすることが新たな扉を開き、様々な報いある経験を可能にしてくれる」と話した。
 

国際化活動を通じて恩恵を受けるのは日本社会だけではない。JET参加者は日本での経験を有することだけで労働市場において有利な立場にはなるが、それより義務付けられた以上の努力をし、地域レベルの国際イベントを企画するほうがJET後の就職活動に役立つ。現在、仕事に就くために他の人と違うことをすることは大変重要だし、こういった活動に積極的に関わることがJETプログラムの評判の向上にもつながる。よって、JET参加者に在日中の時間を最大限に利用するように勧めることがJET参加者の満足度とコミュニティに及ぶプラス影響を促進する。
    

結論
 

当報告が例証したとおり大きな割合のJET参加者は日々、非生産的な時間に遭ってしまう。そしてこの現象は休暇時期になるとさらに悪化する。今回と過去のレポートでは、JET参加者およびその担当者が職場以外のところで活躍することにはメリットがあるという意見を討議した。アンケート結果から見ると最も成功を収めるのは自ら積極的に参加した者ある。そして、契約外活動の企画に挑戦するJET参加者がもらう支援は非常に少ないが、実行の準備等が整ったらそのJET参加者の職場とコミュニティから好評を与えられる確立が高い。
  

質問
 

1. 自治体国際化協会と3省が出版している書物で、日本社会へ円滑に溶け込める方法、外国語教育法、そして日本語能力取得を網羅する外国人向けの資料は大変役立てていると思われる。2002年3月に、自治体国際化協会は30ページほどある「学校の夏期休業中におけるALTの活動事例集」という報告書をリリースしたが、その報告者にはJET参加者が夏休み中に実施可能な事業に関する情報とその実行法が含まれている。修正したバージョンがネットからアクセスできるとわかるが（リンク先：http://www.jetprogramme.org/documents/tanto/2003%20alt%20jirei%20report_j.pdf）、これは紙ベースで多くの契約団体に配布されていないと聞いている。まさにこの素晴らしい資料が十分に活用されていないのは残念に思う。そこで以下の質問をお聞きしたい。
· 紙ベースで再配布する予定はあるだろうか？

· 当報告書を和訳するか、または似たようなレポートを日英で作成する予定はあるだろうか？
2. JETプログラムの公式ホームページにある「JET活用報告」部分では（リンク先：http://www.jetprogramme.org/e/teach_res/katsuyo_jirei01.html）、JET参加者用ハンドブックやJETジャーナル、教育教材資料ハンドブック活用マニュアルをはじめとする資料は掲載されているとAJETは承知している。これらの出版物はJET経験を最大限に活用したいと思っているJET参加者にアイディア、よく直面する問題、そしてその解決法を紹介する。 
· 自治体国際化協会、あるいは3省のどなたがこれらの資料をより効率よくJET参加者、契約団体、または担当者にPRするアイディアか提案はあるだろうか？

· 自治体国際化協会、あるいは3省のどなたがここ20年間の間、作成されたクレアQ&Aマニュアルといった資料の最終版をAJETに提供していただけないだろうか？
追加質問：
 

1. JET参加者が日本語能力を身につけることと伴うメリットの周知を兼ねて、契約団体や担当者等に自治体国際化協会主催の日本語コースおよびその他の日本語教育の重要性を説明する通知文をお送りすることは可能だろうか？
 
2. 当報告書は契約外活動の企画を成功に導くには自ら動き始めることはどれほど大切なのかを例証したと思われる。しかし、数多くのALTは様々の妨げのおかげで、阻止されるか、企画すること自体が可能だということすら知らない。前述の資料の中に草の根レベル国際交流が図りたい、または放課後活動を実施したいという願望を有するJET参加者を対象に提案や事例が記載されているが、37.6％という高い割合の人々は勤務中の空いた時間の利用について、特に休暇時期中、何の指示も受けない。このことから契約団体等が活動事例に関する情報を入手することはできるが、そう簡単に手に入らないものであるということが推定できる。 


全国AJETはJET参加者の企画事例紹介（実行と企画方法）をテーマにしたバイリンガル資料を作成したいと考えている。自治体国際化協会にご協力していただくことで、JET参加者、学校、担当者、そして契約団体に当資料を配布し、事業企画と伴う初期不安と不慣れを補うことができる。それに、契約団体および担当者並びにその他の日本人職員にJET参加者が勤務中の空いた時間にできることについて洞察を提供する。
(1) 自治体国際化協会と3省はこれについてどう思われるだろうか？何かご提案はあるだろうか？
 

(2) 新規性のある国際化プロジェクトの実現に向けて、自治体国際化協会か3省のどなたが我々AJETにコミュニケーションの問題やお役所仕事による後退を克服するアイディアはあるだろうか？ 
3. JET参加者や自治体国際化協会、3省、契約団体の期待の結び付けを目標にし、AJETは契約団体にJET参加者の時間外の利用についてさらなる自由を与えたほうが望ましいと考える。 

· 自治体国際化協会と3省はALTの就業内容に「草の根レベルの国際化プロジェクトの支援」を付け加える案についてはどう思われるだろうか？ 
· 休暇時期中のALTによる出勤について、文部科学省のご意見は？
 
4. 自治体国際化協会か3省のどなたは今年度中にアンケートを研究する予定はあるだろうか？もし調査を行うのであれば、JET参加者が時間外に専念している活動について質問を入れることは可能だろうか？
5. 全国AJETは現在、毎年の来日直後オリエンテーションにて分科会を開催させていただいている。当ワークショップは主に社会・文化的な問題に焦点を当てるが、これらのトピックは出発前のオリエンテーションや県別オリエンテーションでよく網羅されるとのことである。よって、AJETは日本の教育・仕事構造をテーマにした分科会を開きたいと考えている。日本におけるお役所的なやり方について教育すれば、JET参加者が日本の教育制度を考慮した方法で、勤務中の空いた時間に国際化事業に努めることができると思われる。この移行について自治体国際化協会と3省はどう思われるだろうか。

 

6. ある富山県のALT担当者と面接を行ったところ、以下の説明を受けた。

 
（国際化）事業を行う難しさについては学校制度のせいにしちゃいけない。日本人教員は以前、夏季休暇中に自宅にいることや学校に勤務しないことは許されていたが、国民は教員が遊んでいるだけだと騒いだらルールが変更された。この経緯があるからこそ現在のJET参加者および教員は職場から離れて活動する自由がないわけだ。

これは教職員が国際化および地域奉仕活動に携わることで、コミュニティにもたらせる貢献は十分に理解していないということを示している。したがって、日本社会がJET参加者を含む教員の有する幅広い能力やスキルを知る機会が少ないわけである。

· 3省と自治体国際化協会は、教員による国際化事業への参加の意義と、公共部門およびコミュニティにおける教員の才能に対する意識をどのようにしてPRすればいいと思うだろうか。 

· 次回のJET参加者用ハンドブックに報道機関に取材されるにはにどのようにしてイベント等をPRすればいいかということに触れることは可能だろうか？
PAGE  
17
AJET・自治体国際化協会・文部科学省・外務省・総務省 

２０１０年５月２４日～２５日 春季見交換会

